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26 Drucker[1974]pp.61-64. 






































































図 序-1 本研究のフレームワーク 
 
  出所：著者作成. 
 
 




























































図 序-2 分析の視点 
 










                                                   
31 Drucker[1954]p.37. 








































                                                   
32 Yin[1994]参照. 
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図 序－3 論文構成 
 
出所：著者作成.    
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 セールスマンシップ4の研究や著作は既に 1900 年代から 1910 年代に生成した。イスタブ
ルック（P. L. Estabrook）やヒルシャ （ーD. Hirsher）らによって初期的研究が成された。1910







































12 販売会話の標準化については、1893 年パターソン（John H. Patterson）がナショナル金銭登録機会社（The 
National Cash Resister Co.）の経営で展開したことが挙げられる。詳細については以下参照。Crowther 
[1923]. 
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次いで、販売標準（standard of sales）即ち販売目標額の設定に応用された。標準の設定
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が胎生されてきた時代であった 30。販売管理論成立において代表的なものが 1913 年、ホイ
ト(C. W. Hoyt)によるセールスマネジャー(sales manager)31の任務をはじめとした管理者論
の展開である。ホイトの特徴は、テイラー(Frederick W. Taylor)の科学的管理法を販売管理




























































































この見方を新しい視点（ the new point of view）であるとし今後の方向を予見した。そして、
広告やマーケティング担当者は、販売計画に先立って、より一層、製品開発を考慮すべき
であると述べている。しかし、このマーケティングの新しい視点は、第 2 次世界大戦後に
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54 Friedman,Furey[1999]p.24. 
55 Kotler,Keller[2012]pp.618-619. 































動計画の良い例は、販売員が 1 週間から 1 ヶ月前に提出する作業計画、また年間の地域マ
ーケティング計画を立案させ、そのなかで新規顧客の開拓計画や既存顧客からの売上拡大









































                                                   
61 Kotler,Keller[2012]pp.624-625. 
62 Levitt[1960]pp.45-56. 
























































表 1-2 生産財の分類 
 
出所：チェザレ[2000]p.113.   
 
 







                                                   
68 高嶋、南[2006]pp.10-12. 





図 1-4 生産財取引における発展パターン 
 
































なかでも売り手と買い手との 2 者関係を含む市場を 1 つのネットワークとして捉えよう





























                                                   





























































                                                   
85 橋本[1987]p.112. 
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7 金田[2000]p136. 















図 2-1 「営業」と「販売」の関係 
 

















として具体的な 6 つの環境変化を挙げている17。 
 
① サービス需要の高度化 
    サービスが営業担当者個人が提供するものから組織が提供するものへと変化した。
製品のハイテク化や情報機器の市場拡大により製品単品だけでなくシステム化や
















































































                                                   
21 高嶋[1998]pp.202-203. 






25 石井[1995]参照.石井は属人営業の特徴として、第 1 に営業の大事な能力が「人」に属していること。
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体の営業力を向上し、顧客との中長期的な組織的関係構築を目的に「データベース営業」、
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図 2-2 営業成績曲線の比較 
         






















報共有の効率化（連携効果）という 2 つの効果が期待出来る36。 
 高嶋の提唱する「データベース営業」とは、営業活動や顧客との対話から生まれるナレ
                                                   
35 高嶋[2006]pp.42-43. 
36 高嶋[2006]pp.44-45. 








































































































表 2-1 営業プロセスの段階 
第 1 段階 問題の認識 きっかけの提供→カルテ作り 
第 2 段階 探索の開始と計画 計画書の作成 
第 3 段階 態度形成と具体化 具体的な提案・見積書の提出 
第 4 段階 交渉と譲歩の余地 受注条件の整備 
第 5 段階 購入の実施と評価 納品の推進＋顧客の満足評価 












































































































































のでる。それゆえに知識社会への移行とは、人が中心になることを意味している 67。  
松尾によれば、効率を高め人材を早期育成するために知識共有を進めることは個人の経

































プロセス管理の課題は、プロセス指標が単なる販売プロセス（面談 ⇒ 見積引合い ⇒ 
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第 3 章 米国におけるセールスマンの創造性研究の展開 
 
















































表 3-1 セールスマンの創造性に関する主な先行研究 
 
出所：Pullins,Strutton,Pentina[2012]pp.21-22. 
                                                   
6 Pullins,Strutton,Pentina[2012]pp.73-86. 







ある8。また、セールスマンの動機付け（例： Ford 他 2008)と専門的知識（例：Stern 1989）
は共に創造性を育むと考えられた。組織の観点から創造性を高めることに着目した研究
では、社会的環境（例：Csikszentmihalyi 1988）と、組織文化および職場環境（例：Amabile 





































































を示唆した（表 3-2 参照）19。 
 
 
                                                   
14 Moncrief,Marshall[2005]pp.13-22. 
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46 Drucker[1992]pp.79-95. 
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第 4 章 営業による顧客創造についてのドラッカー的アプローチ 
 



























































図 4-1 顧客創造の理論的フレームワーク 
 





                                                   
4 Drucker[1954]参照. 
5 Drucker[1954]参照. 















































































いてイノベーションのための 7 つの機会を提示している17。 
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＜イノベーションの７つの機会＞ 
第 1 の機会：予期せぬ成功と失敗を利用する 
第 2 の機会：ギャップを探す 
第 3 の機会：ニーズを見付ける 
第 4 の機会：産業構造の変化を知る 
第 5 の機会：人口構造の変化に着目する 
第 6 の機会：認識の変化を捉える 





















































































































                                                   
29 Drucker[1985]pp.167-170. 
30 Drucker[1985]p.217. 
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を提示した。 
これ迄の文献レビューでは、3 つの理論的画期が存在している。まず第 1 に 1920 年代を
中心に始まった人的販売論や販売管理論をベースとしたマーケティング理論におけるセー
ルスフォース・マネジメント研究がある。だが、販売管理という限定した領域では営業の








ワークである。表 4-1 では、先行研究と本研究の関係が示されている。 
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図 4-2 ではリサーチ・クエスチョンの概要が示されている。 
 
図 4-2 リサーチ・クエスチョンの概要 
 
出所：著者作成.     
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第 5 章 サンテックの営業人材開発システムによる顧客創造 
 























行動する」1とされている。表 5-1 では、サンテックの事業概要を示している。 
 
表 5-1 サンテックの事業概要 










                                                   
1 サンテック[2016]ホームページ http://www.suntec-sec.jp/参照. 
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サンテックの主要顧客は、「官公庁」、「総合建設会社（以下、ゼネコン2）」、「電力会社」
「製造業」で構成されている。また海外市場では、1975 年にシンガポールの MSHI 造船所
建設工事への参加を機に事業展開を開始し、現在ではアジア 8 ヶ国に事業拠点を置き、各
種工場や建物の電気設備・機械設備工事などの「内線工事」を中心に、海外設備工事のリ










を許さない状況にあった。図 5-1 ではサンテックの売上高・経常利益の推移を示し、図 5-2
ではサンテックの競争受注比率を示している。 
 










                                                   
2 ゼネコンとは、General Contractor の略称。元請負者として各種の土木・建築工事を一式で発注者か
ら直接請負工事全体のとり纏めを行なう建設業者を指す。 
3 サンテック[2015]ホームページ http://www.suntec-sec.jp/参照. 
（注）1997 年 3 月期は決算期を従来の 9 月から 3 月に変更したため 6 ヶ月間の業績。 
出所：サンテック[2015]有価証券報告書. 
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ーカーによる BCP 対策の動向や、IoT をはじめとした最新技術の動向、某自動車サプライ
                                                   
4 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2014 年 03 月 24 日）より。 

































                                                   
5 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2014 年 03 月 24 日）より。 






























 我が国の建設業界は、1990 年代のバブル崩壊後、「失われた 20 年」と呼ばれる不況期7に
                                                   
6 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2014 年 03 月 24 日）より。 
7 内閣府景気基準日付でのバブル崩壊期間不況は、1991 年 3 月から 1993 年 10 月までの景気後退期を示
す。1993 年末頃から 1997 年前半頃まで、景気回復政策による「さざ波景気」、その後、1997 年 7 月よ




約 80 兆円台から 40 兆円台へとほぼ半減した。サンテックをはじめとした電気設備工事業
においても厳しい市場環境に見舞われた。 
国内の電気工事会社は、約 35,561 社（2015 年 4 月現在の全日本電気工事業工業組合会
員企業数）存在しており、主な分類としては電力会社系、NTT 系、JR 系、メーカー系、そ
れらに属さない独立系の 5 つから構成されている。その中でサンテックは、基幹となる系
列を有しない独立系の大手企業として、全国同業での売上規模は、17,794 社中 29 位（帝






いものであった。尚、図 5-5 は我が国の建設投資額の推移を示し、図 5-6 は建設業許可業
者数の推移を示している。 
 
図 5-5 建設投資額の推移 
 






                                                                                                                                                               
りタイを中心に始まった通貨下落のアジア金融危機(不況)、1998 年末頃から 2000 年春頃にかけての





を不況として扱われることから、「失われた 20 年」とも呼ばれている。  
- 81 - 
 

























2003 年 1 月、サンテックは全国で製造業向けのプロジェクトチームを発足した（図 5-7
参照）。そこで営業部門を中心に経営幹部、工事部門、設計部門、保守部門が集まり戦略に
                                                   
8 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2010 年 04 月 07 日）より。 
9 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2010 年 04 月 07 日）より。 
10 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2010 年 04 月 07 日）より。 



















図 5-7 全国におけるプロジェクトチームの構成 










                                                   
11 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2010 年 04 月 07 日）より。 






















































ックはこのビジネスを契機に、PFI（private finance initiative）12や ESCO（energy service 
company）事業13への事業拡大を図った。この建設支援サービスの顧客メリットとして、通























14 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2010 年 04 月 07 日）より。 
































                                                   
15 ダイキョーニシカワ 執行役員 統合推進室長 西村氏インタビュー調査（2011 年 11 月 23 日）より。 
16 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2010 年 04 月 07 日）より。 
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図 5-9 日常の設備管理イメージ 
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浜・仙台・静岡）を配置し営業エリアを順次拡大していった。1978 年 9 月に大東産業㈱か
ら大東建設㈱へ社名変更し、1988 年 4 月には現在の大東建託㈱へ社名変更を行った。 
社名の由来は、創業者多田勝美氏によるものであり、「建物」「信託」から 1 文字ずつと
ったものとされる。1990 年 4 月には、本社を名古屋から東京都品川区に移転し 2003 年 4
月には現在の東京都港区港南（品川イーストワンタワー）に移転した。同社は、企業の歴
史は比較的新しいものの、今日では建物賃貸事業のリーディングカンパニーとして急速な
発展を遂げ、2016 年 3 月時点で資本金 29,060 百万円、連結売上高 1 兆 4,116 億 43 百万円
（前年度比 4.3%増）、営業利益 1,010 億 1 百万円（前年度比 10.4％増）、支店は全国で 220
拠点、従業員数は単独で 10,400 名、グループ連結で 16,065 名である。1989 年 3 月に東証
1 部・名証 1 部上場を果たした。売上高及び経常利益についても年々急速な拡大を続けて










                                                   
1 大東建託[2016]ホームページ http://www.kentaku.co.jp/参照. 










ースとして、その上に不動産事業の成長があり、2015 年 3 月時点では建設事業 43.3％、不
動産事業 53.8％、合計で 97.1％を占めるに至り、コア事業としての確立が図られている 2。
図 6-2 は全国の賃家着工戸数と大東建託の貸家着工戸数の推移を示しており、図 6-3 は大
東建託におけるセグメント別売上高の推移と比率を示したものである。 
 















                                                   
2 大東建託[2015]ホームページ http://www.kentaku.co.jp/参照. 
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している3。図 6-4 は顧客と大東建託のパートナー関係のイメージを示しており、図 6-5 は
大東オーナー会総会の主な議題を示している。 
 
図 6-4 顧客とのパートナー関係 
      
出所：ヒアリングを基に著者作成. 
 
図 6-5 大東オーナー会総会の主な議題 
 
出所：ヒアリングを基に著者作成. 
                                                   
3 大東建託 取締役常務執行役員経営管理本部長 川合氏インタビュー調査（2013 年 12 月 18 日）より。 



























図 6-6 大東建託のプロセス管理 
 
出所：ヒアリングを基に著者作成. 
                                                   
4 大東建託 岩国支店長 今田氏（仮名）インタビュー調査（2014 年 11 月 05 日）より。  







































                                                   
5 大東建託 岩国支店長 今田氏（仮名）インタビュー調査（2014 年 11 月 05 日）より。  
6 三鍋[2013]pp.115-116. 
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図 6-7 大東建託による顧客価値創造のサイクル 







3.1 賃貸住宅市場の動向  
我が国の人口は、2010 年の 1 億 2,800 万人をピークに徐々に減少傾向にある。図 6-8 は
日本の人口・世帯数の推移と将来見通しを示したものである。人口増加率は 1975 年以降頭














                                                   
7 住宅改良開発公社[2014]p.29. 
8 住宅改良開発公社[2014]pp.31-32. 



















                                                   
9 住宅改良開発公社[2014]pp.19-21. 














想された。実際に 1985年までの耕作放棄地面積はおよそ 13万 haで横ばいであったが、1990







うち 65 歳以上の高齢者は全体の 6 割を占め、近年では 8 割を占めている10。年齢構成別で















































                                                   
13 三鍋[2013]p.132. 
14 大東建託オーナー会 全国代表理事兼大東建物管理 取締役 中村氏インタビュー調査（2012 年 12 月
14 日）より。 
15 大東建託[2016]ホームページ http://www.kentaku.co.jp/参照. 
16 大東建託 岩国支店長 今田氏（仮名）インタビュー調査（2014 年 11 月 05 日）により。 
























  ・入居者の有無、家賃滞納の有無に関係なく、毎月一定の借上賃料を前家賃で支払う 
  ・一括借上契約期間は業界トップクラスの 30 年間 
  ・30 年以降も 2 年毎に賃貸建物として可能な限り契約更新が可能である。長期に安定
した賃貸経営が可能となる 
② 家賃相場変動リスク 
  ・借上賃料（住居用）は当初 10 年間固定、以降 5 年毎の更新 
  ・借上賃料は業界トップクラスの長期固定である 
  ・家賃相場の影響を受けず、安定した借上賃料が確保出来るので長期にわたり安心 
③ 現状回復費負担リスク 
  ・オーナーの現状回復費負担は 30 年間一切ない 





                                                   
17 大東建託 岩国支店長 今田氏（仮名）インタビュー調査（2014 年 11 月 05 日）により。 
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ープが 30 年間にわたって負担する 
  ・2 ヶ月に 1 回の建物定期検査を実施し、結果をオーナーに報告する 















                                                   
18 大東建託[2013b]参照. 
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強みは「受注高」、「賃貸住宅供給戸数」、「入居率」、「管理戸数」の 4 つの分野にあると分
析している。同社の実績は賃貸業界では、全国貸家着工戸数の内同社の市場シェアは約 2
割強にのぼり、主な実績として賃貸住宅管理戸数ランキング では 18 年連続で業界第 1 位 
（2014 年全国賃貸業界新聞）、賃貸仲介件数ランキングでは 5 年連続で業界第 1 位（2015
年全国賃貸業界新聞）、全国住宅供給戸数で 6 年連続で業界第 1 位（2014 年市場経済研究
所・不動産経済研究所）、ディスクロージャー優良企業選定 建設・住宅・不動産部門で第
1 位（5 年連続 6 回目、社団法人日本証券アナリスト協会）などの多くの実績を持ち、また
営業面では顧客リピート率は 52.3％（2012 年度実績）、入居率は 96.7％（2013 年 3 月末現





























                                                   
19 大東建託[2013a]pp.5-6. 
20 大東建託オーナー会 全国代表理事兼大東建物管理 取締役 中村氏インタビュー調査（2013 年 05 月
09 日）により。 
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理”を実現することを目的としている 21。図 6-13 は大東みらい信託による提供サービスの
概要を示したものである。 
 




















 「2.2 イノベーション機会の発見」では、図 6-6 であらわされているように、新規飛込
みから契約までの各プロセスにおけるポイントをチェック形式としたプロセス管理を導入
することで、市場や顧客の変化をいち早く入手し、組織で共有する仕組みを構築している。 
                                                   
21 大東建託[2014]ホームページ http://www.kentaku.co.jp/参照. 








「顧客の課題」、「課題の解決」の 3 つ視点から考察している。 
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株式会社は、1959 年 4 月 稲盛和夫氏が京都市で「京都セラミック株式会社」として創業
した。近年では、セラミック製品をはじめ情報・通信機器、太陽光発電モジュール等の製
造を行なっている。京セラ㈱の売上高は、連結 1 兆 4,796 億円（2016 年 3 月期）、営業利
益 926 億円（2016 年 3 月期）、グループ企業数 235 社（京セラ㈱含む）、グループ従業員数
69,229 名（2016 年 3 月現在）になる1。 
京セラグループにおいて情報通信分野の中核を担う KCCS は、1995 年 10 月に京セラ経
営情報システム事業部の分社独立によって設立された。その後、同年 12 月に京セラ電子機
器株式会社を吸収合併、以降順次  KCCS マネジメントコンサルティング社ほか、上海社、
シンガポール社、ベトナム社を設立し現在に至っている。 
本社機能は京セラ本社内に置き、本社は関西エリアをカバーし、東京支社が関東エリア
をカバーしている。事業規模は、資本金 29 億 8,594 万 6,900 円、売上高 連結 1,147 億 5,461
万円（2016 年 3 月期）、従業員数 3,097 名（連結）で創立以来、黒字経営を維持し発展し







データバンク調査、2016 年 3 月末現在）を主要顧客とする。 
社是は「敬天愛人」とし、“常に公明正大 謙虚な心で 仕事にあたり 天を敬い 人を愛








                                                   
1 京セラ[2016]ホームページ http://www.kyocera.co.jp/参照. 
2 Information Communication Technology。コンピューターやインターネット関連情報通信技術を示す。 




4 KCCS[2016]ホームページ http://www.kccs.co.jp/参照. 
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＜KCCS の事業概要＞ 
「I C T 事 業」・・・・・・・・ 情報システムの構築や統合基幹業務システム、データセ
ンターを核とした各種クラウド、セキュリティ、MVNO












図 7-2 KCCS 売上高・経常利益の推移（単体） 
 









































・京セラグループ全社での年 1 回のフィロソフィ論文コンクールの開催 
・毎日の朝礼および終礼における京セラフィロソフィの輪読 
                                                   
5 稲盛[2001]参照. 
6 稲盛[2001]p.18. 






図 7-3 アメーバ経営のメカニズム 
 






















                                                   
7 KCCS データセンター事業部 植田氏（仮名）インタビュー調査（2009 年 05 月 11 日）より。  
8 KCCS[2008]pp.12-15. 










図 7-4 KCCS サービス・サイエンス構築の流れ 
  













                                                   
9 KCCS データセンター事業部 植田氏（仮名）インタビュー調査（2008 年 07 月 25 日）より。  








































3.1 情報サービス産業の動向  
近年、コンピューターやネットワーク技術、情報処理等の進展と共に、その利用拡大か
ら情報サービス産業は大きく発展した。変遷を辿れば、1950 年代の後半から 1970 年代の
後半は「情報処理主力の時代」、1980 年代の前半から中盤には「ソフトウェア開発拡大期」、













産業は、1980 年代以降情報関連企業による株式上場が次々と続き、今日では東証 1 部・2




情報サービス業の市場規模は、2013 年現在で事業所数 30,079 社（36,414 事業所）、売上高
                                                   
13 三矢[2003]p.124. 
14 JISA[2014]ホームページ http://www.jisa.or.jp/参照. 
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20 兆 9600 億円、従業員数 102 万 6 千人にのぼり高い成長指向を示している（内訳は、受
注ソフトウェア 46.3％、システム等管理運営受託 10.1％、情報処理サービス 9.9％、ソフ

























納する棚）あたりの必要電力は従来 2kVA が標準とされてきたが、近年では約 3 倍の電力
を要するようになってきた。またサーバーの使用電力の向上に伴い、空調能力の増強も必
                                                   
15 白井[2013]参照. 





























                                                   
16 白井[2013]参照. 
17 KCCS データセンター事業部 植田氏（仮名）インタビュー調査（2008 年 07 月 25 日）より。 




















グによって IT システムに運用にかかるコストを最大 30％削減することが可能となる。 
 





システムの運用では、KCCS のデータセンターにて 24 時間 365 日で運用監視を行ない







                                                   
18 大山[2009]参照. 
19 KCCS データセンター事業部 植田氏（仮名）インタビュー調査（2008 年 07 月 25 日）より。  
20 KCCS データセンター事業部 植田氏（仮名）インタビュー調査（2009 年 05 月 11 日）より。  
21 大山[2009]参照. 
10 Service Level Agreement。サービス品質保証。サービスを提供する事業者が契約者に対し、どの程度の
品質を保証するかを明示したもの。通信サービスやホスティングサービス(レンタルサーバ)などで用
いられる。 
22 KCCS[2013]ホームページ http://www.kccs.co.jp/case/0903/index.html 参照. 

























                                                   
23 KCCS[2013]ホームページ http://www.kccs.co.jp/case/0903/index.html 参照. 
24 KCCS[2013]ホームページ http://www.kccs.co.jp/case/0903/index.html 参照. 

































                                                   
25 KCCS[2013]ホームページ http://www.kccs.co.jp/case/0903/index.html 参照. 
26 大山[2009]参照. 
27 KCCS[2016]ホームページ http://www.kccs.co.jp/case/0903/index.html 参照. 






































「顧客の課題」、「課題の解決」の 3 つ視点から考察している。 
「3.1 情報サービス産業の動向」では、一般社団法人情報サービス産業協会(JISA)によ
                                                   
28 KCCS[2016]ホームページ http://www.kccs.co.jp/case/0903/index.html 参照. 




が次々と続き、今日では東証 1 部・2 部マザーズの合計で、2014 年 5 月現在で 337 社と産
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終 章 ビジネス市場における営業改革に向けて 
 
本章では、4 章で提示された理論的フレームワークに基づき、事例分析からの発見を加

























































































































                                                   
4 高嶋[2002]p.127. 
5 Drucker[1974]pp.564-571. 







































































































































































                                                   
6 渡辺[2015]p.44. 




・株式会社サンテック広島支社 営業部 チームリーダー 江坂 由信氏 
   （実施日）2010 年 04 月 07 日  （場 所）広島県広島市中区 
   （実施日）2014 年 03 月 24 日  （場 所）  同上 
 
・ダイキョーニシカワ株式会社 執行役員 統合推進室長 西村 保生氏 
   （実施日）2011 年 11 月 23 日  （場 所）広島県広島市中区 
 
・大東建託株式会社 取締役常務執行役員 経営管理本部長 川合 秀司氏 
   （実施日）2013 年 12 月 18 日  （場 所）東京都港区 
 
・大東建託株式会社 岩国支店長 今田 英二氏（仮名） 
   （実施日）2014 年 11 月 05 日  （場 所）広島県広島市中区 
 
・大東建託オーナー会 代表理事兼大東建物管理取締役 中村 正治氏 
   （実施日）2012 年 12 月 14 日  （場 所）広島県広島市中区 
   （実施日）2013 年 05 月 09 日    （場 所）   同上 
 
・京セラコミュニケーションシステム株式会社 データセンター事業部 植田 賢治氏（仮名） 
   （実施日）2008 年 07 月 25 日  （場 所）京都府京都市伏見区 
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